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原価高騰リスク
• ウッドショックによって木材の価格が高騰。まだ
今後の見通しも立たない

• 2023年にはインボイス制度が導入

– 消費税免税事業者だった建築職人が消費税納税をす
ることとなると、全体的に原価が高騰する。
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既に目の前にある“原価高騰のリスク”



















２０２１年６月２日の公取委の発表
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• 公正取引委員会が２０２１年６月２日に、下請
け業者への支払い遅延や買いたたきといっ
た下請法違反の親事業者への勧告や指導
が、２０２０年度に８１１１件あったと発表。

• １３年連続で過去最多を更新。
勧告件数及び自発的申出件数（勧告相当案件）の推移 指導件数の推移



２０２１年６月２日の公取委の発表
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• 下請に対する不利益が大きいため、親
事業者を公表する勧告は４件あった。

• さらに、公取委より代金の不当減額な
どを指摘されたことで、親事業者が下
請け側に支払った額は約５億４千万円に
上る。











下請法の適用範囲
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• 下請法の適用対象（資本金要件）



18

• 独禁法については、どのような契約形態であっても適
用の可能性がある。

• 資材搬入組立設置が、建設業法上の「建設工事」
（建設業法2条1項）に該当する場合には、下請法の
適用はなく、建設業法が適用される。

優越的地位＝受注者にとって、発注者との取引の継続が
困難となることが事業経営上大きな支障を来すため、発
注者が受注者にとって著しく不利益な要請等を行って
も、受注者がこれを受け入れざるを得ない場合

下請法の適用範囲



情報成果物作成委託とは
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• 設計事務所が各種図面作成を
行う（注文書を当社が発行）事
は下請法対象（情報成果物作
成委託）という認識で正しいか





下請法の適用範囲
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• 下請法対象である（公取ＨＰＱＡ）。











やり直し工事

26

• 設計ミスを原因とする工事代金
（大工手待ち金・やり直し）を
請求（マイナス発注）する事は
優越的地位の乱用となるのか？





下請工事代金の支払い
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• 下請代金の支払遅延の規制に
関して、下請法と建設業法の違
いを教えてください。



下請工事代金の支払い
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建設業法24条の6(※) 下請法2条の2

支払い期間の
起算時

下請負人から引渡しの申
し出があった日

給付を受領した時

支払期間 50日 60日

遅延損害金
（遅延利息）

14.6％ 14.6％

（※１）特定建設業者が注文者となった下請契約（請負人が
特定建設業者又は資本金額4000万円以上の場合を除く）に
限られる。

（※２）他に、元請負人は、発注者から工事代金の支払いを
受けたときは、当該支払いの対象となった建設工事を施工し
た下請負人に対し、支払いを受けた時から1ヶ月以内に下請
代金の支払いをしなければならないとの規制がある。







インボイス制度

• インボイス制度（適格請求書等保存方式）とは
→品目ごとの消費税率や税額、課税事業者
の登録番号などを請求書に記す制度

• 2023年10月1日からスタート
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事業者申請のスタート

• 2021年10月にインボイスを発行する
事業者の申請がスタート
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「消費税課税事業者選択届出書」を提出し、
課税事業者となったうえで
登録申請をする必要がある。

インボイスを
発行しない事業者は

取引先から
外されてしまう
リスク有り

免税事業者は
インボイスの

登録申請ができない
しかし







免税事業者はどうするか
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• 課税売上高が年間1000万円以下の業者には、免
税事業者として消費税の納付が免除されている。

• 仕入先が免税事業者でも課税事業者は仕入れ税
額控除ができた。

現状

個人経営の店舗など小規模事業者の場合、
煩雑な税務をこなすことが難しいため



免税事業者はどうするか
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請求書に課税事業者登録番号が
記載されているかどうかチェックをして、

インボイスを発行できない事業者を
取引から排除することになる。

• インボイス制度導入後は、免税事業者が消費税
を請求すること自体が違法になり、インボイス
も発行できない。

• 事業者も、インボイスがなければ仕入税額控除
ができず、消費税の納税額が増える

導入後





免税事業者は課税事業者or廃業
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零細事業者の事務負担に配慮する形で
設けられている免税点制度は、

インボイス導入で
崩壊することになるのではないか

約800万事業者のうち
免税事業者の総数は約500万事業者

個人事業者の75.1%
法人事業者の31.9%

平成30年度資料

課税事業者になり
消費税の申告を
することは可能？





サラリーマンの副業や熟練職人のダメージ
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サラリーマン
所有している土地で
駐車場を経営している

企業
近くて便利なので
駐車場を借りていた

課税仕入れにならないので
解約しましょう

経済効率が下がり、
日本経済全体に悪影響を与える

お互いに損

そうしましょう



サラリーマンの副業や熟練職人のダメージ
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零細事業者の事務負担に配慮する形で
設けられている免税点制度は、
インボイス導入で崩壊する

• インボイス制度導入は、年間数点しか作れない
熟練の職人を、余人に代えがたいと選んでいた
企業の取引をなくしてしまう。これは頼んでい
た企業にとっても大打撃になる。

• 選ぶ方は課税事業者かそうでないかで選んでい
るのではなく、その取引が経済効率から一番い
いと選んでいる。



働き方改革 副業OKの制度が骨抜きになる

43

• 働き手を護るように見える制度
→しかし残業が少なくなり給与が減ったり、
継続雇用してもらえずリストラにあったりす
るケースもある

就業形態として「雇用される」のでなく、
フリーランスとして「業務委託契約」を結び

売上歩合で働く人も増えてきている



働き方改革 副業OKの制度が骨抜きになる
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サラリーマンの給与が上がらない

企業側

個人事業主化社員を社内に置くと
• 課税仕入れにできる
• 職務能力の充実
• 経費の削減
• リスク管理
等のメリットがある。
しかしインボイス制度導入により
働き方改革は阻害される恐れがあ
る。

副業社員側

個人事業主になった人
の立場にたつと、課税
事業者にならないとイ
ンボイスを発行できな
いことになる。
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実質的に免税事業者がいなくなる

インボイスが紙から電子インボイスになり、
キャッシュレス化の進行と併せて、

すべての取引が瞬時に国税庁に集積される

デジタル社会では、申告納税制度が変わる

IT（情報技術）発達の成果を
納税申告の利便性向上に活用する
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今後はこのような制度に変わる

税務当局が予め得ている情報を
納税者の申告書に記入して

電子的に送付

納税者はその内容を確認して、
必要に応じて加筆・修正、
税務当局に送付することで

申告を完了する
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企業側は２年の猶予期間に
どのように対応すべきか

◼データ保存について順に検討していく

自社が扱っている国税関係書類の洗い出しと
業務フローの見直し

システムの選定

選定したシステムが
電子帳簿保存法に適しているかの検討



電子保存をきっかけにDX化

電子取引のためだけにコストをかけてシス
テムを導入するのはもったいない

会社全体の
業務フローの

可視化

データを
リアルタイムで
見ることができる など

組織全体を見直す
絶好のチャンスと考える



架空インボイスのリスク

• 新たな脱税行為が生じる可能性

インボイスを
発行する

権限のない事業者が
架空のインボイスを

発行

不当な
仕入税額控除を
受けさせる



免税事業者である大工・職人への対応
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DXによる生産性向上を真剣に考えるとき

1 分離発注
→ 免税事業者が元請業者になる。
2 社員大工化
→ 職人減少時代に施工の手を確保する。
3 プレファブ化
→ 職人の手を最小限にする



電子保存をきっかけにDX化

電子取引のためだけにコストをかけてシス
テムを導入するのはもったいない

会社全体の
業務フローの

可視化

データを
リアルタイムで
見ることができる など

組織全体を見直す
絶好のチャンスと考える


